
  

  有料老人ホームの建築計画に関する研究（梗概）

  　　　施設類型についての検討

  小滝一正

  はじめに

  　近年，さまざまな形の高齢者の住まいが検討され，実

  現の緒につきつつある。有料老人ホームも高齢者の住ま

  いのひとつの形態であり，現在全国に100余りが建設，運

  営されているといわれる。しかし，その建築計画面での

  蓄積は極めて少なく，一部の企業でのノウハウは公開さ

  れることは稀でもある。

  　現在の有料老人ホームの計画は，まず経営的な条件が

  優先される傾向にあり，必ずしも高齢者の生活空間とし

  てのありかたが望ましい形で具現されているとは限らな

  い。それは，例えば，高齢者の集合住宅としての規模，

  共用施設の設定と運営，診療・介護施設の設定と運営，

  立地や地域杜会との関係づけなど，さまざまな問題とし

  て表われているといえよう。建築計画の研究が求められ

  ている所以である。

  　また高齢者住宅一般についても計画の指針が求められ

  ているが，有料老人ホームは，入居費用が高額であって

  一部高所得層のためのサービスつき高級集合住宅である

  という限界はあるものの，施設・設備のレベルが高く，

  各種のサービスが提供されており，居住者の生活意識が

  高いなど，今後の高齢者住宅一般のありかたを検討する

  際に，ひとつのモデルになり得るものと考えられる。

  　そこで，本研究は有料老人ホームを研究対象として取

  り上げ，計画指針を得るための基礎的研究として，まず

  は施設類型を探って，施設類型ごとの建築計画上の課題

  を明確にすることを目的とする。

  　有料老人ホームの類型にっいて，従来は入居費の支払

  い方式や施設立地タイプによってとらえられている。す

  なわち，入居費支払い方式について①利用権方式，②終

  身保障方式，③分譲方式，また施設立地タイプについて

  ①都市型，②都市近郊型，③保養地型，④田園型などで

  ある。いずれもそれらの指標を個別に取り上げているに

  過ぎないといえる。それに対して本研究では，それらの

  指標をも含めながら，施設規模・施設設備レベル，医療・

  介護サービスの状況，入居者の状況，その他の施設の性

  格を表わすと考えられる指標を総合的にとらえて類型を

  探ろうとするものである。

  　研究資料は，主とし、て，昭和62年3月に国民生活セン

  夕一から公表された「有料老人ホームの実情と比較一の

  詳細な資料を利用した。いくつかの施設については実地

  調査も行ったが，その結果を分析するまでには至ってい

  ない。

  　本報告では，まず上記の研究資料を独自に分析しなお

  して有料老人ホームの施設実態を明らかにし，次いで施

  設類型の分析結果を示した上で，総括して類型軸の観点

  を整理し，施設類型別の特徴と問題点を考察する。

  1．有料老人ホームの施設実態

  　ここではまず，有料老人ホームの施設内容を理解する

  ために，規模・施設設備，介護サービス，医療サービス，

  入居者，費用，立地タイプ・事業期間など，施設の性格

  を表わす指標の観点からみて，その概要を記す。

  1）規模・施設設備について

  　まず施設全体および共用部分と居室部分の面積や施設

  設備の内容についてみる。

  　施設規模を居室数でみると，平均130室余りで，60～120

  室の範囲が最も多いが，200～300室程度のものも少なく

  ない（図1－1）。全体の面積を居室1室当りの延べ床面

  積でみると，平均67㎡で多くは50～90㎡の範囲にあるが，

  30㎡似下の施設がある反面130㎡似上の施設もあって，幅

  がある（図1－2）。

  　共用部分は，居室1室当り面積が平均27㎡で，居室1
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1室当りの共用部分面積
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　　　　　　　図1－4　居室平均面積

室当り延べ床面積の約40％に当たる。多くは10～40㎡で

あるが（図1－3），広いものでは70㎡以．上二の施設があり

共用施設の充実を特徴としているホームもある。なお共

用施設としては，食堂・浴室・ロビー・洗濯室・娯楽室

の設置率が高く，売店・理美容室は51）％以下である。

　居室についてみると，居室平均面積は30～50㎡が主流

を占める（図1－4）。居室タイプの種類は1～3種類の

施設が最も多いが，数種類のタイプをもつ施設もあり（図

1－5），なかには30種類もある分譲方式の施設もある。

1人部屋の最大居室面積に限ってみると，主に40～70㎡

の範囲にある（図1－6）。居室に備えている設備は，ト

イレ・押入れ・ナースコール・暖房設備・キッチン・バ

スが70％以上の設置率で，インターフォン・生活リズム

センサーなどを備えている施設もある。特に居室のバス

（浴室）の利用卒についてはよく問題とされるところで

ある。

2）　介護サービスについて

　寝たきりの状態になった時に介護サービスが受けられ

るかどうかは，施設のサービスレベルをみるひとつの指

標となろう。

　介護対処の状況は，85％が介護村処をするとしている
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図1－6　1人部屋最夫居室面積
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　　　　図1－7

50　　　60　　　70　　80　　　90　　　100　（％）
介護対処の状況（47施設）

自室のみで介護特別蹄貧室で介護

図1－8

特別介護窒か自室

介護場所の状況（40施設）

図1－9

　　　月々の管躍費に含む

介護をする40施設における介護費支払い方法

が，残りは介護対処をしていない。介護対処をする施設

のほとんどはホーム内でする（図1－7）。介護対処をす

る施設では，多くは特別介護室を設けている（図1－8）。

介護対処をする場合の費用の支払い方法は，別途徴収す

るものと入居金に含むものがほぽ半数ずつである（図

1－9）。介護内容を，厚生省が定めている特別養護老人

ホームにおける基準，すなわち，①清拭は毎日，②入浴

は週2回，③おむつ交換は随時の3つの基準のいくつを
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満たすかによってみたのが（図1－10）である。3つと

も満たすのは7施設だけである。ただし，介護内容につ

いては調査で判定しにくい面がある。

3） 医療サービスについて

　医療サービスは介護サービスと同様に，施設における

日常生活サービス以外のサービスレベルをみる重要な指

標である。

　医療対処の方法は，病院併設が10施設，診療所併設が

18施設（うちさらに病院と提携するもの15施設）で，半

数以上は医療施設を併設しているが，医療施設との提携

または嘱託医への委託など医療体制が十分とはいいがた

い施設も少なくない（図1－11）。

　医療スタッフは，ほとんどの施設で医師と看護婦をそ

ろえているが，夜間にはやや手薄になる（図1－12）。な

お健康管理については，健康相談・健康診断をしている

施設が33施設，さらに精密検査まで行うのが21施設で，

一応の対応はしている。

基準を3つ満たす

　　2つ満たす

　　1つ満たす

　　その他

　嘱託医に委託

　診療所と提携医
秦病院と提携
処診療所併設
方　　　　のみ
法診療所併設十
　　病院提携・

織

医師と看護婦

　医師のみ

　看護婦のみ

いない（寮母）

　　繊

図1－10　介護サービスの内容
（ホーム数）

0　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　20（施設）
　　　　　　　ホーム数

　　図1－11　医療対処状況

8麗み
口

0　　　　10　　　　20　　　　30　　　　40（施設）
　図1－12医療スタッフの体制

4）　入居者について

　47施設の入居者平均年齢は74歳で，70歳代が中心であ

り，60歳代は少ない。要介護者専用の2施設では82歳以

上を示して高齢である（図1－13）。

　介護を要する入居者が全くいないのが21施設と多く，

現在のところ厚生省が基準としている5％を上回るのは

14施設である（図1－14）。

　居室の利用率は，100％が14施設であるが，利用率の低

い施設もある（図1－15）。事業期間との関係（満室にな

るのに2年を要するといわれる）もあり，また立地や入

居金とサービスの程度など人気の高い施設はすぐに満室

になる傾向にある。

0　　1　　2　　3　　4　　5　　6
　　　　　　　　　（ホーム数）
図1－13　入居考平均年齢

90％以上
60％
1O－20％
9
8

6
5
4
3
2
1％台
O－1％未満

0％

　100％
　90
　80
　70
　60
　50
　40
　30
　20
10％台

10％以下

　0　　　　10　　　20　　　30
　　　　　　　　　（ホーム数）
図1－14要介護考の割合

O　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　20
　　　　　　　　　　　（ホーム数）
図1－15　居室利用率％
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5） &#160;費用について

　入居に要する費用の支払い方式と金額は，有料老人

ホームの利用者にとっても，また経営上にも重要な問題

である。

　支払い方式は，①利用権方式，②終身保障方式，③分

譲方式の3つがあり，利用権方式にはさらに介護費を含

むものと含まないものとがある。利用権方式が大半を占

め（図1－16），終身保障方式や分譲方式は特定の経営主

体によるものがみられる。また利用権方式のうち，介護

費を含むものは半数であるが，新しい施設に多い。

　入居金の金額にっいては，支払い方式によって意味が

異なる。終身保障方式は管理費と介護費を含むので金額

が高く，介護費を含む利用権方式も高い。分譲方式は所

有権を有するので異質である。最も多いのが1500～2000

万円で，そのほとんどは利用権方式である（図1－17）。

終身保障方式の主流は2500～3000万円であるが，この方

式はすべての費用が含まれているので，その保障内容に

よって評価されるべきであろう。

　単身用の最大面積の居室に入居する場合に要する費用

を，平方メートル当りの単価でみたのが（図1一18）で，

30～40万円が多くを占めるが，最低3万円から最高90万

円まで幅広い。

単
位
平
方
メ
ト
ノレ当
り
入
居
金

］Oノ刃］，！I1｛未浦ヨ
lO万円／㎡台
20万円／㎡台

30万円／㎡台
40朋／㎡台

50万円／㎡台
60万円／㎡台
70朋／㎡台
80万円／㎡台

90万円／㎡台

10　　　　　　　　　　　　20
　　　　　　（ホーム数）

図1－18 &#160;単位面積当り入居金額

6） &#160;立地タイプ・事業期間について

　立地タイプは，都市近郊型が最も多く，都市型と保養

地型がそれに次ぐ（図1－19）。都市型や都市近郊型が最

近では注目されている。

　事業期間は，昭和40年以降に設立された施設を主対象

にしているが，3～4年以内の新しい施設が多い。

都市型 都市近郊型 保養地型1田園型

利用権方式
（介鱗ず）
利用権方式
（介護費含む）
利用権方式
（要介護音専用）

終身保障方式

分譲方式

0　　　　　　　　10 20　　　　　　　　30
　　　　（ホーム数）

9ホーム　　　　26ホrム
（19．］％）　　　　（55，3％）
　　　　　図1－19

　　　9ホrム　　　3ホーム
　　　（19．1％）　　　（6．4％）
立地タイプ

7） &#160;各指標の関連性について

　次いで上記の指標についてクロス集計をした結果か

ら，主なものを示して，さらに施設の実態をみてみる。

　施設規模（居室数）は，施設設備の充実度合と関係が

ある。1人室の最大面積が小規模施設では小さく，大規

模施設では大きい（図1－20），共用部部屋数が規模が大

きくなるに従って多くなる（図1－21），居室の施設設備

図1－16支払い方式

團利用権拭1
■利用働式皿
■終身保障方式
口分鋤式

品鰯鶴ない

1
人
居
室
最
大
面
積

一40㎡未満

一100万円未満

100－500万円

500－l000万

　1000－1500万標
準
入1500－2000万
屠
金　2000－2500万

　2500－3000万

3000－3500万

3500－4000万

1－6

6　　　1　15

3　　8

2　　4　　i　1

40－60㎡

60㎡以ヒ

一0－75室
固76～150室口15ト400室

0　　　　　　　　i0　　　　　　　　20（ホーム数）

図1－17　入居金

共2－5種類
用
部
部屋6－7種類
数

　8－9種類

○
図1－20

l0　　　　　20　　　　　30（ホーム数）
居室数と居室面積の関係

　○

図1－21

冨簸

　10　　　　　20　　　　　　30（ホーム数）

居室数と共用部部屋数の関係
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なし

ノミス　Orキンチン

バス十キ，チン

一0－75室昌衡！騰

O　　　10　　　20　　　30　　　40（ホーム数）
図1－22居室数とバス・キッチン

□自室のみ
囚特室のみ
N特室（目室も可）

（ホーム数）
20

10

□2500万円以上
團1500－2500万円未満
困500－1500万円未満
〔］一500万円未満

　一60㎡／室未満　60－80㎡未満　　80㎡以上一
　　　　　延ぺ床面積ノ居室数
　　図1－26入居金と1室当り延べ床面積

（ホーム数）20　　　　　　　　　　　■2500万円肚
　　　　　　　　　　　　　　　　　　固1500－2500万円未謁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　固500－1500万円湘訪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　口、500万円織

別途徴収　　　管理費に含まれる　　入居金に含まれる

　　　　介護費支払い方法

図1－23介護室と介護費支払い方法

（ホーム数）
■嘱託医，診療所

提携固診療所併設のみ，
または病院提携

0診療所併設　　十病院提携
口病院併設

介証しない　　自室のみ　特別愉護窒　原則として特易I愉記窒
で介護　　でのみ介託　　で介諮するが自室でも可　　　　でのみ介護　　で介護するが自室でも可

　　　介証をする部屋

図1－24医療対処と介護室

□利用権方式I

10

0
　　5種類以下　　　6－7種類　　　　8－9種類
　　　　　　共用部部屋数
　　　　　図1－27入居金と共用部部屋数

（ホーム数）
20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■2500万円以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固1500－2500万円未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　困50ト1500万円未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロー500万円熾

io

事
業
期
間
事
業
開
始
年

18年以ヒ
（昭和43以前）

12－18年未満
（昭和44－49年）

6－12年未満
（昭和50－55年）

0－6年未満
（昭和56－61年）

蕾　利用権方式I1
　終身保障方式
　分譲方式

I介護費を含まない
皿介讃費を含む

　　　　　　10　　　　　　　　　　　　20
　　　　　　　　　　　（ホーム数）

入居金支払い方式と事業期間

　　一40口fラ蹄　　　　40－60πfラ嵩竜　　　　　601If以」＝
　　　　　　単身最大屠室面積
　　　図1－28入居金と単身最大居室面積

（ホーム数）
30　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－2500万円以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　固1500－2500万円未商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　固500－1500万円未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロー500万円未満

20

10

図1－25

をバス・キッチンの有無でみると，大規模なものほど充

実している（図1－22）などである。医療職員ともやや

関連がみられる。小規模施設では限界があることが，大

規模施設になるとゆとりをもつことができるのであろ

う。

　介護サービスについては，介護場所と介護費支払い方

法とに相関があり（図1－23），介護費用を入居金に含む

施設には特別介護室が用意されている傾向がある。医療

対処の方法と介護場所との関連もみられる（図1－24）。

　0　　　　なし　　　　　バス　キッチン　　両方ある　　　　　　　　　のうち1つ
　　　　　　　　バスIキッチンの設置
　　　図1－29　　入居金とバス・キッチンの設置状況

介護や医療サービスを当初からどの程度用意しているか

の違いとみられよう。

　入居費用の支払い方式は，事業期間と関係があり，介

護費を含まない利用権方式は初期から一定の増加を示し

ているが，介護費を含む利用権方式はやや新しい施設で

増えている（図1－25）。入居金の額は当然のことに施設

設備の程度に関連があり，入居金額が高いほど1室当り

延べ床面積，共用部部屋数，1人室最大面積，居室のバ

ス・キッチンが豊かになる（図1－26～29）。
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　立地タイプは，従来有料老人ホームを分類するのに重

要な観点であった。施設規模と関係があり都市型に大規

模は少なく，保養地型や田園型は大規模な施設が多い（図

1－30）。都市近郊型は小から大までバラエティに富む。

その他には田園型の3施設がすべて病院を併設して医療

対処をしているなど，立地とサービス体制にやや関連が

みられる（図1－31）。しかし立地タイプはさほど多くの

要素と関連がみられるわけではない。

　なお，事業期間の長短によって，人居者の平均年齢に

やや差がみられ（図1－32），古い施設ほど年齢が高くな

り，医療・介護サービス体制の充．実が必要になるといえ

よう。

（ホーム数）

10

9

8
7
6
5
4
3
2
1
0

■看肺型．

固郁市近交陞

困保麹鯉
口田園型

刈噛誹莫　　　　　　　　　中蜆模　　　　　　　　　　ナ劣誹翼

0－75室　　　　　76－150室　　　　　151室

　　　　　居室数

（ホーム数）

図1－30立地タイプと規模（居室数）

診療所と提擁　　診療所併設のみ　診療所餅設十　　　病院併設
または，　　　　または　　　　　　病院曝携
○託医に委託　　病院提装

■部市型
固都市避随
固保養地型
口田園型

18年以上一

事　12－18年未満

業

期

問　6－12年織

図1－31立地タイプと医療対処

O－6年未満

　O　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　20（ホーム数）

図1－32事業期間と入居考平均年齢

2．施設の類型化

　以上のような施設実態の把握に基づいて，数量化III類

およびクラスター一分析を適用して，総合的に類型を探っ

た。用いた指標を（表2－1）に示す。規模，共用部・

居室の施設設備，介護サービス，医療サービス，入居者

等により施設の一1生格を表わす指標である。

表2－1類型化の指標

0：0～75室以下
居室数 1：76～150室以下

規 2：151室以上

模
1室当り

0：～60㎡／室未満

延床面積
1：60～80㎡／室未満
2：80㎡／室以上～

1室当り
0：～20㎡／室未満

共用面積
1：20～40㎡／室未満

共 2：40㎡／室以上～
用

部
共用部

0：5種類以下

部屋数
1：6～7種類以下
2：8種類以上～

1人最大
0：～40㎡未満

居室面積
1：40～60㎡未満

居 2：60㎡以上～

室
バス

0：なし

キッチン 1：キッチンorバス
2：キッチン十バス

0：介護しない
介護対処 1：併設施設でする

介 2：ホーム内でする

護

サ 0：自室のみで介護

1 介護室 1：特別介護室のみ

ビ
2：特室か自室

ス

介護費
0：別途徴収

支払い方法
1：管理費に含む
2：入居金に含む

介
0：基準以外のその他

護 介護内容
1：基準を1っ満たす

サ
2：基準を2っ満たす

1
3：基準を3っ満たす

ビ

ス 0：いない
要介護者数 1：10名未満

2：10名以上

0：診療所提携，嘱託医

医療対処
1：診併のみ病院提携　　　　，

医 2：診併十病院提携
療 3：病院併設
サ

1 0：医師看護婦がいない
．ビ

医療職員
1：看護婦のみいる

ス 2：昼のみ医師がいる

3：医，看がおり，夜も

0：65～70歳未満

入居者 1：70～75歳未満
入 平均年齢 2：75～80歳未満

3：80歳以上
居

単位面積
0：～30万円／㎡

者
当り

1：30～50万円／㎡未満

入居金
2：50万円／㎡～
3：一括払い方式
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2－1　数量化111類による分析

　選定した15項目50カテゴリーで数量化m類による分析

を行った。その結果，固有値としてI軸O．37，II軸O．25，

m軸O．22とやや低いがそれなりの値を得た。これは，カ

テゴリー数50に対してサンプル数が47と少ないことに起

因すると考えられる。サンプル数に関しては，全国の有

料老人ホームが100余りという現状から致し方なく，また

カテゴリー数は施設内容を説明する最低限のものである

ので，限界を承知しつつ，慎重に分析を進めた。

　カテゴリースコアを（図2－1）に示し，軸の解釈を

記すと以下のようになる。

　I軸についてみると，正方向に規定する要因として，

①共用部部屋数が8種類以上，②居室数150以上（大規

模），③居室面積60m似上があり，負方向に規定する要因

として，①共用部部屋数5種類以下，②居室数75以下（小

規模），③居室面積40m味満，④バス・キッチンなし，⑤

入居金30万円／m似下がある。以上から，正方向は「大規

模・ゆとり」を表わし，負方向に「小規模でゆとりなく，

アイ　テム カテゴリー
　　Y　i（I軸）固有値0．3676ユ　レンジ 　　Y2（皿軸）固有値0．2483　レンジ 　　Y3（皿軸）固有値0．21978　レンジ

小規模中規模大規模 243 1．14 1．80
居　室　数

規　模
193163延床面積　／居室数 60㎡未満 1．∬

60～80未満80以上

共用部面積　／居室数
～20㎡未満20～40未満40以上 1．27 1．76 1．22

共用部
5種類以下6～7種類 2．61 2．94 0．30共用部　　部屋数

8種類以上
～40㎡未満40～60未満60以上

1．89 2．12 0．30居室面積（工人最大）

居　室
なしキッチンorバス 1．82 2．72 1．48

バス・キ）チン

キッチン十ハス

介護しない併設施設でする 0．88 1．86 2．41

介護対処
ホ　ム内でする
自室のみで介護特別介護室のみ 1．68 0．95

介　護　室
2．13

特室，自室可
別途徴収月々管壁費に含む入居金に含む 1．21 1．09 1．32

介護費支払 □
その他基準を1つ満たす基準を2つ満たす基準を3つ満たす

0．剥 1．85 0．68

介護内容

いない10名以下10名以上
0．77 0．75 2．49

要介護者数

診提携，嘱託医鎌蟻藤≡病院併設 □ 0．68 0．96 2．34

医療対処

医，看がいない看護婦のみいる昼のみ医師がい医or看カ液もい

1．82 1．12 0．98

医療職員

65～70歳未満70～75歳未満75～80歳未満80歳以上

1．30 1．80 0．74

入居者
入居者平均年齢

1．48
～30万円／㎡30～50瑚冠未満50万／㎡～一括払い方式

1．62 2．26

費　用

入居金万円／1人最大　居室面積

H＋トHトト

一2　　　　　　－1　　　　　　0　　　　　　　1　　　．2　　　　－1　　　　0　　　　　1　　　　　2　　　－2　　　　－1　　　　0　　　　　1　　　　　2

図2－1 カテゴリースコア
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入居金が安い」を分離している。

　いずれも規模的な要因が強いことから，I軸は「規模・

ゆとり」を表わす軸と解釈される。

　II軸については，正方向に規定する要因として，①共

用部部屋数が8種類以上，②バ又・キッチンが両方ある，

③入居金30～50万円／m2，④居室面積40～60。。王，⑤その他，

介護をしない，年齢が比較的若いこともあげられる。負

方向に規定する要因として，①共用部部屋数が6～7種

類，②介護内容の基準2つを満たす，③バス・キッチン

がいずれか1つ（主にキッチンのみ）しかない，④入居

金が一括払い，⑤介護はホーム内でするなどがある。

　以上から，正方向については，共用部・居室の施設設

備を充実し，介護サービスよりも白立生活に重きを置く

「生活重視指向」を表わし，負方向は，施設設備よりも

介護サービスを充実しようとし，…括払いによる終身保

障方式の特徴が出ており，「サービス保障指向」を表わし

ているとみられる。

　すなわち，II軸は「運営方針の指向一性」を表わす軸と

解釈できる。

　m軸は固有値がさらに低いが，要介護者数の多少や介

護対処のしかたなど，「介護サービス」を表わす軸と解釈

することができよう。無視できにくい軸ではあるが，介

護サービスを含めてII軸を解釈すれば足りるであろうと

した。

規模や施設設備面では，居室当りの面積がやや少ない例

か多い。

　医療対処・介護対処とも併設病院で行い，しかも介護

費が入居金に含まれることが，A類型の特性を最もよく

表わしている。つまり，介護は併設病院への入院という

形になるが，入居金に介護費が含まれることから，介護

か必要になった場含の対応を重視しているものといえ

る。

　病院併設・介護対処型といえよう

2－2　クラスター分析による類型化

　上記の数量化m類によって布置された施設をグルーピ

ングするために，群平均法によるクラスター一分析を行っ

た。結果として得られたデンドログラム（樹形図）を（図

2－2）に示す。このデンドログラムにおいて任意の所

で線を引いてもかまわないが，ここでは，個々の施設の

特性をも勘案して，図のようにA～Hの8分類が遭切で

あるとした。ただし，Fの43・40の施設については，内容

を31・36・41と比較したところ，ほぽ類似していたため

ひとつにまとめたものである。

　以上の方法で分類した8類型を，数量化1II類で得られ

たI，II軸上に表現したのが（図2－3）である。

3．施設類型の特性

［「二1］「□■二「□
図2－2 群平均法によるデンドログラム

　上記のA～Hの8類型別にもとの指標を並べかえた

のが（表3－1）である。これによって各類型の特性を

以下に記述する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一。

1）A類型（病院併設・介護対処型）

　共通した特徴は，①医療対処は病院併設により行う，

ホーム内の医療職員は手薄である，②介護は併設病院で

行う，介護は特別介護室のみで行うことで茅）る、、また，

介護費は入居金に含まれる例が多いことも特徴である。

・．一．一．、11ユ汽氷
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図2－3

　一1　　　　　　　　　　　　　　0

各施設の分布
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表3－1 各類型別の特1性

類型 番万

略称 規　　槙 土ヒ用部 居　室 介言竈サービス 医療サーヒス その他
居室数　室 夢駿　m2

比用面積ノ居室　m2 鵜襲種類 曇舗　m2
バスキリチン＊1 介言竈対処＊2 介記室＊3 介誕費用＊4 介襲内谷＊5 轟禽％ 医療対処＊6 医療職員＊7

鱗
入居金＊8万／m2 瀦年 支払方式＊9 鞭＊10 」⊥地タイブ＊11

A
HMHSNYHD 38630191108 47508454 1453319 8498 35657153

6．45．O　05．2 3333 73■7476 39，420，761，790．8 15．44．30．113．7
4242

B

C

KOBIZUHYAYTEYYOYISE

D
10151725 HESJIRKV 20615412997 55467629 23202815 8989 52465458

o－02 2．31，8　04．3 3333 75736774 39，439，346，758．1 13．16．40．91．9
2224

1三

19232639 MEAHKSESS 1251059559 67435851 3441512 9984 50534449 0000
0000 72726871 38，640，728，445．1 6－12．68．11．O

P■

UHKISSKKMHANSIZ
　o　062．5　0　0　0

G
KEKFHUKKS 295906585 7811213896 34627744 7666 63615061

4．O　0　0　0 3333 78777476 47，249，348，848，5 21，711，713．11．6 4444

H 4547 SEMSLV 3711 71107 2870 24 oO 22 oo 11 23 94．8100 32 32 8782 2．71．8 33 l1 22

註　＊1バス・
　　　キッチン

O：両．方なし
1：とちらかひとつ
21両方あり

＊2榊：1雛約鯵傘旋

＊3介誕∵1鱗細言葦
　　　　　　3：内室でも可

＊4介諮費の　一：介瓢しない
　支払方法？：灘讐概套
　　　　　　2：入居金に含む

＊5榊11雛喰）望むつ交換のうち

　　　　　　　基準を1つ満たす
　　　　　　2＝卜記の2つを満たす
　　　　　　3＝F言己の3つを満たす

＊6医療対処：：灘磁言1［llll

　　　　　　、；壌鱗〕

＊7［矢1療≡聴珪員　0＝医書巾　看」；簑自帝カ｛いなし、

　　　　　　l1鱗紙喬もいる

＊8人居金

＊　d　支芋ム方式

＊10　経営H本

＊11　1ケ地タイプ

よ会粥蝸杢碧鷲ものの

l1搬鰯鰍〕

1：繍鉄

l1鰍！／

7　その他

11鱗穀型
4：旧園巧■’

2）B類型（生活重視・介護費徴収型）

　共通して，①介護対処をホーム内で行い，②介護費は

別途徴収する例が多くを占める。また，③居室にバス・

キッチンとも備える例が多い，居室当り延べ面積も大き

いものが多数を占める。該当施設数が最も多く，規模は

小から大まである。

　施設設備■面では充実していて居住生活を重視している

が，介護費の別途徴収が特徴といえるので，生活重視・

介護費徴収型とする。

3）C類型（大規模総合型）

　共通した特徴が多くみられる。①居室数150以上の大規

模施設である，②医療対処は主に診療所を併設して，さ

らに病院と提携している例が多く，医療職員は夜問もい

る，③介護対処はホーム内で行い，特別介護室があるが

自室でも受けられる，介護費は入居金に含まれることが

多い，要介護者数が比較的多い例が多い，④居室にバス・

キッチンともに設備されており，居．室当り延べ面積が比

較的広い，居室の最大面積がすべて50m2以上でばらつき

が少ない，などである。

　大規模であり，医療対処・介護対処・施設設備ともに

一定以上のレベルにあるとみられる。スケールメリット

を旨とするタイブで，大規模総合型とする。

4〕D類型（病院併設・生活重視型）

　共通した特徴は，①医療対処は病院併設で行い，医療
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職員は昼間のみ医師がいる例が多い，②屠室設備として

のバス・キッチンはそろっているが，居室当り延ぺ面積

はやや狭い，1人室の最大面積は45～60m・の範囲にある

など。反面，介護については対応がさまざまで，必ずし

も万全とはいえない面がある。

　医療的な対処を併設病院で行い，施設設備をある程度

充実させた型で，病院併設・生沽重視型とする，コ

5）E類型（生活重視（介護なし）型）

　際立った特徴は，①介護対処をしないことである。②

医療対処も診療所のみ併設か，病院と提携している程度，

③居室のバス・キッチンは完備，唐室最大面積は40～60

m・の範囲にあるか，1室当り延べ面積はやや狭い，規模

は巾規模。

　介護対処をせず，医療対処も一定程度の二としかなく，

反面からみれば居住生活のみに対処する型といえよ一）。

生活重視（介護なし）型とする。

6）F類型（小規模格安型）

　特徴は，①小規模施設中心で，②居室最大面積が小さ

い，居室当り延べ面積も狭い，共月ヨ室数か少ない，肝室

にバス・キッチンの両方か一方がない例が多い，③入居

金が極めて安い，などに麦）る　また，（ヨ）医療職員がいな

い，⑤介護なし，またはあるとしても介護費は別途微収，

介護室は白室のみなど，医療対処・介護対処ともに手薄

である。

　なお，類型に属する5施設中4施設は事業期削0年以

上の比較的古いものである。

　小規模格安型とする。

7）G類型（終身保障型）

　G類型の特徴は，すべての施設が人牌時にすぺての費

用を一括して払う方式で，終身保障を約束している二と

である。①介護対処はホーム内の特別介護室で行う，②

医療対処は提携病院か嘱託医不呈度だか，夜r川も医療職員

がいる，③居室にはキッチンのみ，屠室iIiり延ぺ面積は

大きい。その他にも共通している点が多いのは，同じ経

営主体のものであるためである。

　終身保障型とする。

8）H類型（介護専榊モ■！）

　他の類型とは明らかな相違がま）る，（工）要介護者が90％

以上，年齢が高齢，②介護はホー一ム内グ）n室でする，③

居室にバス・キッチンなし，共用室（杣部崖）もある，

④病院・診療所を併設，⑤小規模，などである、．

　介護専用の型である。

4．総　　　括

　最後に総括して，まず類榊由の観一｛、を整理し，次いで

施設類型別の特徴と問題、～こついて考察する、

4－1　類型軸の4つの観点

　施設類型の軸は，前述のように，施設規模を主要な要

因とする「規模・〆）とり」の軸，および生活を重視する

か介護・医療サー一一ビ又を指向するかといった「運営方針

の指向性」の軸がある。これら2つの軸に沿った要因で

はあるが，8つの類型を具体的に検討するなかで，「病院

併設」および「介護専用」の2つが類型化の軸として浮

かびあがってきた、、

　すなわち，類型軸には4つの主要な観点があり，それ

に沿ってA～Hの8類型を位置づけてみると　（図4－

111のようになる、、このどこに位置するかによって，つ

ま｝）どの観、点に重きを置くかによって，施設計画の目標

設定が異なることになり，ひいては建築計画指針を検討

する上でも重要な要素となる。

4－2　施設類型別の特徴と間題点

　，施設類型別の特性は上に記したようであるが，ここで

いくつか明快な特微をもつ類型を中心に取り上げて検討

してみたい、、

　有料老人ホームは，居住機能を基本としながら，食事・

洗濯などのl1常火沽サービスや，医療や介護などのサー

ビスが提供される二とに特色がある。日常生活サービス

は当然のこととして，医療・介護サービスの観点からみ

ると，介1護専用型，大規模総合型，病院併設・介護対処

型に注目する必要があろう。

　介護専用型は他の類型とは明らかに異なり，有料の特

別養護老人ホームといえる。それゆえ計画目標を明快に

設定できるといえようが，一方で，病院や特別養護老人

ホーム・老人保健施設などとの差異性，単独施設として

生活重視型

（介護なし）

運　　　E 病院併設・

生活重視型

D
営

規十1 の 軸

方

F B C
小規模格安型 生活重視・ 大規模総合型

針　介護費徴収型 ／

の

A
病院併設・

H 軸
介護対処型 j

介讃専刷型 G
終身保障型 病院併設

ノヘ…蛮i封用介護専用

図4－1　類型の4つの観点と各類型の位竈づけ
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 の成立の可能性など，基本的な問題の検討を要するであ

 ろう。

 　大規模総合型は，スケールメリットを生かしてサービ

 ス内容と施設設備内容のレベルを保っており，おそらく

 は施設経営上からみても，有料老人ホームのひとつの典

 型とみなすことができよう。しかし，数百人もの高齢者

 が集住することの是非，または集住のしかたが十分に検

 討されなければなるまい。有料老人ホームと地域杜会と

 の関係づけや，ホーム内の生活領域構成などが計画の課

 題となろう。

 　病院併設・介護対処型は，介護費が入居金に含まれて

 いるという運営上の特徴から，ひとつの類型として抽出

 されたものである。その点を除けば，病院併設・生活重

 視型ともさほどの相違はないといってもよい。計画上は

 病院併設という条件が重要で，併設病院での医療・介護

 サービスが保障されれば，ホーム自体の計画は居住環境

 の向上と日常生活サービスの充実を目標にすればよいこ

 とになり，目標は明確である。

 　上記の類型とは逆に，医療・介護サービスが十分では

 ないが，それよりも居住生活に重きを置くのが，生活重

 視（介護なし）型と名づけた類型である。医療・介護サー

 ビスが不十分な点は問題ではあるが，有料老人ホームを

 日常生活サービスに限って提供するサービスつき集合住

 宅であるとすれば，より普遍的な居住施設としてとらえ

 ることもできる。施設立地が医療・介護サービスを保障

 すること，例えば在宅医療や在宅介護サービスの充実し

 た地域であるとか，一般的な医療施設によるサービスが

 利用し易いことなどが条件とはなろう。

 　同様なことが小規模格安型にもいえなくはない。有料

 老人ホームの最大の問題は高額な入居費にあり，高齢者

 の住まいとして普遍化し得ないのが現状であるが，最近

 厚生省が打ち出した「ケアハウス」構想などのように，

 より低廉な費用で利用できる有料老人ホームまたは老人

 居住施設も求められている。その際に，小規模格安型の

 施設設備レベルやサービスレベルの現状を是認すること

 は望ましくないとしても，小規模格安型が参考になるこ

 とはありイ号よう。

 　生活重視・介護費徴収型は，該当施設数が最も多く一

 般的といえるが，介護要求に現実的に対応しているとみ

 られるだけに，中問的な性格にならざるを得ない。終身

 保障型は特定の経営主体による施設であり，特殊な類型

 であるとみた方がよいだろう。

 　いずれの施設類型でも，それぞれの特徴を生かしなが

 ら，有料老人ホーム本来の個性的な運営や施設計画が追

 求されるべきであろう。

 おわりに

 　この研究は有料老人ホームの建築計画に関する研究の

 取りかかりとしての基礎的研究で り，施設類型を探る

 ことを骨的とした。限られたサンプルあ限られたデータ

 の分析によらざるを得なかったが，一応の類型を提示で

 きたと考えている。

 　しかし，さらに各類型ごとの実地調査等によって確認

 するには至らず，一部の施設の調査も取りまとめするに

 十分なものに至らなかった。また，当初計画していた，

 居住者の住まいかたや住意識の実態把握は今後の研究課

 題として残った。

 　従って，この報告は中間報告に過ぎず，今後に残され

 た研究課題は数多くある。継続して研究を続けるつもり

 であることを表明して筆を置きたい。
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